
【ＦＡＱ】～協力金について～ 

 

 

Ｑ１：協力金を請求できるのはどのような事業者ですか。 

Ａ１：以下の事業者の方が対象となります。 

(1) 介護保険法に定める「居宅サービス」のうち、以下の事業を行う事業者 

サービスの種類 

訪問介護、訪問看護、通所介護※（訪問サービスに限る。） 

(2) 介護保険法に定める「地域密着型サービス」のうち、以下の事業を行う事業者  

サービスの種類 

定期巡回・随時対応訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護（訪問サー

ビスに限る。）、認知症対応型通所介護※（訪問サービスに限る。）、小規模多機能型居宅介護

（訪問サービスに限る。）、看護小規模多機能型居宅介護（訪問サービスに限る。） 

(3) 介護保険法に定める「居宅介護支援」を行う事業者 

 ※ 通所介護及び認知症対応型通所介護は、事業所において陽性者が発生により休業となったと 

  きに、利用者宅を訪問し、サービスを提供した場合に、対象となります（介護保険最新情報 

  Vol.770、773の「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時 

  的な取扱いについて」（第 2報）、（第 3報）を参照）。 

 

Ｑ２：居宅介護支援事業所（ケアマネ事業所）は、どのようなサービスを提供すると協力金が支給さ 

   れるのですか？ 

Ａ２：陽性者の自宅を訪問し、ケアプランの見直しの必要性の確認を行う、看護師とともに陽性者の 

自宅を訪問し、健康観察を行う、などが対象となります。 

 

Ｑ３：協力金の額はいくらですか。 

Ａ３：協力金の額は、1事業者につき、1訪問先当たり日額 15,000円です。 

    

Ｑ４：協力金の請求対象となるサービス提供期間を教えてください。 

Ａ４： 陽性となった方に対し、発症日から、外出を控えることが推奨される期間が終了した日まで

（ただし、令和 6年 3月 31日（日）まで）の間、サービスを提供した日数分を請求できます。 

   ※ 介護保険サービス、介護保険外サービスを問わず、サービスを提供した事業所に支給さ 

    れます。 

※ 令和 6年 3月 15日以降にサービス提供する場合は、事前に区へご一報ください。 

 

Ｑ５：協力金の使途について、区からの指定や制限などはありますか。 

Ａ５：区からの指定や制限はありませんが、サービス提供にあたった方への臨時手当や、マスク等の 

感染予防資材の購入など、事業の目的に資する形で協力金をご活用ください。 

 

Ｑ６：協力金の請求はどのような手順で行うのですか。 

Ａ６：手順は以下のとおりです。 

      

 



(1) サービス提供完了後、翌月 10日までに、事業者が、区指定様式の申請書兼実績報告書を、区に

提出。 

(2) 区が書類審査の上、協力金の交付可否について決定し、事業者へ通知。 

(3) 交付決定を受けた事業者が、区指定様式の請求書を区に提出。 

(4) 区が事業者の口座に協力金を振り込む。 

 

Ｑ７：本事業の実施期間はいつまでですか。 

Ａ７：令和 6年 3月 31日（日）サービス提供分までです。 

   なお、申請書等の受付について、最終期限は令和 6年 4月 15日（月）とします。 


